
項目 地域 守 口 市 （開発行為指導要綱）

適用範囲 本市の行政区域内における開発行為について適用する。ただし、住宅（併用住宅を含む。）戸数が２戸未満で、次の各号

に掲げる開発行為については、この限りでない。

（１）都市計画法第２９条に規定する開発許可を要しない開発行為

（２）建築基準法第４２条第１項第５号に規定する道路の築造を要しない開発行為

土地利用計画等 １．１戸建住宅及び長屋住宅の敷地面積

イ．１戸建 ７０㎡以上確保するよう努めるものとする。ただし、市長が土地利用の計画上やむを得ないと認める場合に

ついては、最低敷地規模として６０㎡以上確保でき、かつ、ゆとり空間有効５０㎝以上確保すること。

ロ．長屋住宅 専用通路の面積を除き、各戸５５㎡以上確保するよう努めるものとする。

２．開発区域内に、自動車の保管できる場所又はそれに代わる空地及び自転車駐車場の確保に努めること。

３．中高層建築物の共同住宅で建設戸数が３０戸以上建設する場合は、１戸当たりの住戸専用面積（バルコニーは除く）を

６６㎡確保するよう努めること。

４．開発者は、複数の１戸建て住宅を建築する場合は、各々の敷地境界から建築物の外壁面を有効５０㎝以上後退し、ゆと

りをもった隣棟間隔等を確保するよう努めるものとする。ただし、市長が相当な理由があり、やむを得ないと認めた場合

は、この限りではない。

５．開発者は、住宅等を建築しようとする場合は、高齢者、身体障害者及び病弱者（以下「高齢者等」という。）が円滑に

利用できるようにするための措置を講ずるよう努めるものとする。

道 路 開発区域内に係る道路は、道路管理者等と協議すること。

公

共 緑 化 みどりの環境をつくる条例（昭和５３年守口市条例第２８号）に基づき、開発区域内の緑化に努めること。

・

公 上・下水道 １．開発区域内の給水計画は、水道事業管理者と協議しなければならない。

益 ２．開発区域内の排水計画及び都市雨水貯留施設整備並びに住宅等における浸水対策の措置について、下水道管理者その他

施 管理者と協議すること。

設

消防施設 開発区域内及びその付近に必要な消防施設の設置並びに消防活動等に必要な空地及び空間等の確保について、消防長と協

議すること。

し尿処理施 開発区域内のし尿処理施設について、下水道管理者その他の施設管理者と協議すること。

設

公共施設の帰属 開発者は、開発行為に伴い設置した公共施設及びその用に供する土地の管理並びに帰属等については、市長と協議するも

のとする。ただし、行き止まり道路等で市長が帰属等の必要を認めないものについては、この限りではない。

環境保全等 中高層建築物（階数が４以上又は高さが１０ｍをこえる）を建築する場合は、電波障害防止計画書、説明等経過報告書、

工事計画書）を市長に提出すること。

ごみの処理等 １．開発者は、開発区域内より発生するごみは、可能な限り減量化及び資源化できるように配慮し、排出抑制に努めるこ

と。（５０戸以上の共同住宅建設の場合は、あらかじめごみ減量化計画書を提出し、市長と協議すること。）

２．開発者は、開発区域内のごみ集積所等の計画について協議すること。

歴史的遺産の保 開発区域内及びその付近で歴史的遺産が存在する場合又は発見した場合は、教育委員会と協議すること。

護

大規模建設計画 １．開発者は、開発区域の面積が３，０００㎡以上の開発行為をする場合には、当該地域の整備に必要な公共施設等の確保

について、市長と協議すること。

２．開発者は、計画戸数が１００戸以上の開発行為をする場合は、教育委員会と協議すること。

３．開発者は、開発区域の面積が１０，０００㎡以上又は計画戸数が３５０戸以上の開発行為をする場合は、この要項に定

めるもののほか、別途市長と協議すること。

共同住宅の管理 共同住宅を建設した開発者又は建築物の所有者（占有者を含む）は、周辺環境との調和を図るため、適正な管理を行うこ

と。

その他の措置 １．市長はこの要綱に基づく協議又は指導に従わない開発者に対し、道路法第３２条に定める道路占用許可及びその他開発

行為に必要な協力を行わないことができる。
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